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地方法人課税を取り巻く状況の変化について

資料１



１．地方法人二税の状況
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法人事業税の人口一人当たり税収額の指数

３.４兆円 １.９兆円 １.０兆円 ０.６兆円４.６兆円 ２.６兆円

※１ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。
※３ 地方法人特別譲与税は含んでいない。

＜税収＞

６.８倍 ５.８倍 ９.８倍 ５.３倍 ９.８倍 ８.５倍＜最大／最小＞
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【平成17年度】 【平成25年度】

法人住民税（法人税割） 計

【平成17年度】 【平成25年度】

分割法人
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法人住民税（法人税割）人口一人当たり税収額の指数

※１ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。

０.５兆円 ０.４兆円 ０.２兆円 ０.１兆円０.７兆円 ０.６兆円＜税収＞
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【平成17年度】 【平成25年度】

分割法人

【平成17年度】 【平成25年度】

県内法人

法人事業税及び法人住民税（法人税割）人口一人当たり税収額の指数

※１ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。
※３ 地方法人特別譲与税は含んでいない。

４.０兆円 ２.４兆円 １.２兆円 ０.７兆円５.３兆円 ３.２兆円＜税収＞
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法人事業税の偏在度（最大／最小）の推移
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県内法人

分割法人

法人事業税 計

点線は、平成21年度以降において、地方法人
特別譲与税を加えた場合の偏在度を示す。

※１ 「最大／最小」は、人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割って算出。人口は各年度末（H25はH26.1.1現在）の住民基本台帳人口による。
※２ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。
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※１ 「最大／最小」は、人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割って算出。人口は各年度末（H25はH26.1.1現在）の住民基本台帳人口による。
※２ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。
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県内法人

分割法人

法人事業税及び
法人住民税

（法人税割） 計

点線は、平成21年度以降において、地方法人
特別譲与税を加えた場合の偏在度を示す。

※１ 「最大／最小」は、人口１人当たり税収額の最大値を最小値で割って算出。人口は各年度末（H25はH26.1.1現在）の住民基本台帳人口による。
※２ 税収は各年度の決算額であり、超過課税分を除く。
※２ 分割法人及び県内法人の税収は普通法人に係るものである。
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（注）１ 25年度までは決算額、 26年度は推計額（H26.12時点）であり、いずれも超過課税等を含まない。また27年度は地方財政計画額である。
２ 地方税においては、３月決算法人等の税収が翌年度の歳入となるため、制度改正の影響の大半は、翌年度以降に発生することに留意。
３ 21年度以降の法人事業税収は、地方法人特別譲与税を加算した額である。

法人事業税率（％）

（参考）法人税率（％）

地方税収入に占める割合（％）

（※法人住民税法人税割の税率は、法人税額×12.9%（平成26年度～））

9.2
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5.8 6.0

地方法人二税（法人事業税・法人住民税）の税収の推移

▶

▶ ▶

8.2

(1987)    (88)      (89)     (90)      (91)     (92)      (93)     (94)      (95)      (96)      (97)     (98)      (99)    (2000)    (01)      (02)     (03)      (04)      (05)      (06)     (07)      (08)     (09)      (10)      (11)     (12)      (13)  (14)     (15)

28.2    30.5    32.3    29.5    28.5    24.3    21.6   20.8    20.6    23.8    21.9    19.5    17.7   18.5    19.1    17.3   18.7    20.4    22.2    24.3   23.2    21.7    13.4    16.6   17.2    18.2    20.4    22.8    21.8     

税制の抜本的な改革に
よる法人税率引下げ

課税ベースの適正化と併せ、法人税・
法人事業税の税率引下げ 課税ベースの拡大等と併

せ、法人実効税率の引下げ

地方法人特別税・譲与税の創設

地方法人税の創設

課税ベースの拡大等（外形標準課税
の拡大など）と併せ、法人税率及び法人
事業税所得割の税率引下げ

さらなる法人税・法人事業税の税率引下げ
（国際水準並みへの引下げ）

外形標準課税の導入
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２．人口及び法人数の推移
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近年の人口の推移（総人口）

【平成26年10月人口推計】

◯ 総人口は１億2708万３千人で、前年に比べ21万５千人（0.17％）の減少と減少幅は縮小したものの、
４年連続で大きく減少した。

◯ 自然増減は８年連続の自然減少となり、減少幅は拡大している。男女別にみると、男性は10年連
続、女性は６年連続の自然減少となった。

◯ 65歳以上人口は3300万人で、前年に比べ110万２千人の増加となり、初めて年少人口（1623万３千
人）の２倍を超えた。

（出典）人口推計（総務省統計局）
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近年の人口の推移（自然増減／社会増減）

◯ 人口が増加した７都県は全て社会増加となっており、うち４都県（東京都、神奈川県、愛知県、沖縄県）は自
然増加、３県（埼玉県、千葉県、福岡県）は自然減少となっている。千葉県は社会増加が自然減少を上
回ったことにより、前年の人口減少から人口増加に転じている。

◯ 減少から増加に転じた千葉県を含めると、東京圏の１都３県で人口増加率が上昇している。

◯ 人口が減少した40道府県のうち、宮城県及び滋賀県を除く38道府県は自然減少かつ社会減少と
なっている。宮城県は自然減少が社会増加を上回ったことにより、滋賀県は前年の社会増加が社
会減少になったことにより、人口増加から人口減少に転じている。

（出典）人口推計（総務省統計局）
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近年の人口の推移（生産年齢人口の増減）

◯ 平成25年10月から平成26年10月までの１年間で、全ての都道府県において生産年齢人口が減少
した。（減少数は116万4千人。減少率△1.5％）

◯ 減少率が最も低いのは東京都（△0.2％）であり、沖縄県（△0.3％）、神奈川県（△1.0％） 、愛知県（△1.0％） 、
埼玉県（△1.2％）の順となっている。

◯ 減少率が最も高いのは秋田県（△2.8％）であり、高知県（△2.6％） 、山口県（△2.6％） 、青森県（△2.5％）、和
歌山県（△2.5％）の順となっている。

（資料）人口推計（総務省統計局）より作成
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人口の変化

１．「人口減少時代」の到来

（１）2008 年に始まった人口減少は、今後加速度的に進む。

我が国の合計特殊出生率（以下「出生率」という。）は1970 年代後半以降急速に低下し、人口規模が長期的に
維持される水準（「人口置換水準」。現在は2.07。）を下回る状態が、今日まで約40 年間続いている。ところが、少
子化がこのように進行しながらも、日本の総人口は長らく増加を続けてきた。これは、出生率の低下によるマイナス
を埋めて余りある要因があったからである。その一つは、戦後の第一次及び第二次ベビーブーム世代という大きな
人口の塊があったために、出生率が下がっても出生数が大きく低下しなかったことであり、他の一つは、平均寿命
が伸び、死亡数の増加が抑制されたことである。

この「人口貯金」とも呼ばれる状況が、時代が推移する中でついに使い果されたことが明らかになったのが2008
年であった。これを境に日本の総人口は減少局面に入った。…

（２）人口減少の状況は、地域によって大きく異なっている。

今後の人口減少の進み方を見ると、地域別の人口変化のパターンは様々であるが、大きく三段階で見ることが
できる。「第一段階」は、若年人口は減少するが、老年人口は増加する時期（2010～2040 年）、「第二段階」は、若
年人口の減少が加速化するとともに、老年人口が維持から微減へと転じる時期（2040～2060 年）、「第三段階」は、
若年人口の減少が一層加速化し、老年人口も減少していく時期（2060 年以降）である。これを2010～2040 年の地
域別の人口動向（社人研「日本の地域別将来推計人口（平成25 年３月推計）」）に当てはめると、東京都区部や中
核市・特例市は「第一段階」に該当するが、人口５万人以下の地方都市は「第二段階」、過疎地域の市町村は既に
「第三段階」に入っている。

すなわち、2010 年から2040 年までの間で東京都区部は▲６％、中核市・特例市の多くは▲15％の人口減少に
とどまるのに対して、人口５万人以下の地方都市では▲28％、過疎地域の市町村では▲40％と、急速に人口が減
少することとなる。このように、「第一段階」の場合は、人口減少スピードはそれほど速くないが、これに対して、「第
二・第三段階」では「人口急減」とも言える事態が待ち受けているのである。

まち・ひと・しごと創生長期ビジョン（平成26年12月27日閣議決定）
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法人数の推移

◯ 平成25年度の法人数は、259.6万社となっている （法人企業統計（財務総合政策研究所））。

◯ 平成17年度以降の法人数（全体）の推移を見ると、260万社前後で横ばいの状況が続いている。

◯ 資本金階級別の構成比で見ると、資本金１億円以下の階級が全体の98.7％を占めている。

（出典）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）より作成
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98.7％

※ 平成22年度分以前における各資本金階級については「以上、未満」で区分しているため、
各階級の法人数の構成割合について、平成23年度分以降との連続性はない。
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法人数（業種別・H18）

◯ 平成18年度の業種別法人数の構成比をみると、サービス業（21.6％）、建設業（16.5％）、小売業（14.1％）、
卸売業（10.6％）、不動産業（10.0％）の順に割合が大きい。

◯ 資本金階級別に業種別の法人数をみると、資本金1,000万円以下ではサービス業（23.3％）、建設業
（17.1％）、小売業（16.8％）の占める割合が大きく、資本金10億円超ではサービス業（14.4％）、金融保険業
（13.1％）、機械工業（13.0％） の占める割合が大きくなっている。
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業種別法人数（実数）

建設業, 
16.5

卸売業, 
10.6

小売業, 
14.1

不動産業, 
10.0

サービス

業, 21.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種別法人数（比率）

農林水産業 鉱業 建設業
繊維工業 化学工業 鉄鋼金属工業
機械工業 食料品製造業 出版印刷業
その他の製造業 卸売業 小売業
料理飲食旅館業 金融保険業 不動産業
運輸通信公益事業 サービス業 その他の法人

建設業, 
17.1

16.1

5.6

4.3

1.0

2.0

4.4

化学工業, 
8.6

2.9

4.1

7.3

機械工業,
13.0

7.2

卸売業, 
13.3

14.9

10.1

小売業, 16.8

10.9

5.7

5.7

1.7

1.3

4.9

金融保険業,
13.1

不動産業, 
11.3

9.4
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2.4

4.4

6.8

運輸通信公益事業, 
8.7

サービス業, 23.3

19.4

24.2

14.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1,000万円以下

1,000万円以上

１億円未満

１億円以上

10億円未満

10億円以上

資本階級別・業種別法人数（Ｈ１８）

農林水産業 鉱業 建設業 繊維工業 化学工業

鉄鋼金属工業 機械工業 食料品製造業 出版印刷業 その他の製造業

卸売業 小売業 料理飲食旅館業 金融保険業 不動産業

運輸通信公益事業 サービス業 その他の法人

（出典）会社標本調査（国税庁）より作成
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法人数（業種別・H25）

◯ 平成25年度の業種別法人数の構成比をみると、サービス業（26.4％）、建設業（15.9％）、小売業（13.0％）、
不動産業（11.0％）、卸売業（9.5％）の順に割合が大きい。

◯ 資本金階級別に業種別の法人数をみると、資本金1,000万円以下ではサービス業（26.9％）、建設業
（15.7％）、小売業（13.9％）の占める割合が大きく、資本金10億円超では金融保険業（18.2％）、機械工業
（13.1％） 、サービス業（12.1％）の占める割合が大きくなっている。
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業種別法人数（実数）

建設業,
15.9

卸売業, 
9.5

小売業, 
13.0

不動産業, 
11.0

サービス業, 
26.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

業種別法人数（割合）

農林水産業 鉱業 建設業
繊維工業 化学工業 鉄鋼金属工業
機械工業 食料品製造業 出版印刷業
その他の製造業 卸売業 小売業
料理飲食旅館業 金融保険業 不動産業
運輸通信公益事業 サービス業

建設業, 
15.7

17.8

4.5

4.1

1.1

2.5

5.4

化学工業, 
8.6

2.9

4.3

8.4

機械工業,
13.1

8.8

卸売業, 
13.3

14.1

9.8

小売業, 13.9

7.5

4.9

5.1

1.7

1.4

6.1

金融保険業, 
18.2

不動産業, 
11.3

9.5

7.2

4.5

2.6

6.5

8.0

運輸通信公益事業, 
8.7

サービス業, 26.9

23.2

26.8

12.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1,000万円以下

1,000万円超

１億円以下

１億円超

10億円以下

10億円超

資本階級別・業種別法人数（割合）

農林水産業 鉱業 建設業 繊維工業

化学工業 鉄鋼金属工業 機械工業 食料品製造業

出版印刷業 その他の製造業 卸売業 小売業

料理飲食旅館業 金融保険業 不動産業 運輸通信公益事業

サービス業
（出典）会社標本調査（国税庁）より作成
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法人数の推移（資本階級別、業種）

◯ 平成18年度から平成24年度までの資本金１億円以下（未満）法人の業種別構成比の推移をみる

と、「建設業」、「製造業」、「卸売業」、「小売業」の割合は低下している。その一方で、「サービス業」、
「不動産業」の割合は高まっている。

◯ 資本金１億円超（以上）法人の業種別構成比の推移をみると、「建設業」、「卸売業」、「小売業」、
「料理飲食旅館業」、「不動産業」の割合が低下している。その一方、「製造業」、「金融保険業」、
「運輸通信公益事業」の割合は高まっている。

（出典）会社標本調査（国税庁）より作成
※平成22 年度分以前における各資本金階級については「以上、未満」で区分しているため、

各階級の法人数の構成割合について、平成23年度分以降との連続性はない。
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※平成22 年度分以前における各資本金階級については「以上、未満」で区分している。

17



＜参考＞ 法人数（業種別）

◯ 業種別法人数の構成比が大きい、サービス業（26.4％）、建設業（15.9％）、小売業（13.0％）、不動産業
（11.0％）、卸売業（9.5％）について、規模別の法人数を比較すると以下のとおり。

（出典）会社標本調査（国税庁）より作成
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法人数が多い業種（建設／卸売／小売／不動産／サービス）での法人形態

10億円超

10億円以下

（１億円超）

１億円以下

1,000万円以下
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３．産業構造の動向
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各都道府県の産業構造（H24センサス、事業所数）

◯ 製造業の割合は都道府県によって差があり、最大（岐阜県15.9%）と最小（沖縄県5.0%）には３．１倍の開き
がある（サービス業、卸売・小売業では１．３倍）。

◯ 東京都では情報通信業、卸売業、不動産業・物品賃貸業の割合が高い。

（出典）「平成24年経済センサス‐活動調査」（総務省・経済産業省）より作成
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新潟県
富山県
石川県
福井県
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石川県
福井県
山梨県
長野県
岐阜県
静岡県
愛知県
三重県
滋賀県
京都府
大阪府
兵庫県
奈良県
和歌山県
鳥取県
島根県
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熊本県
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沖縄県

事業所数シェア（％）
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各都道府県の産業構造（H24センサス、従業者数）

◯ 製造業の割合は都道府県によって差があり、最大（滋賀県30.5%）と最小（沖縄県6.5%）には４．７倍の開き
がある（サービス業、卸売・小売業では１．３～１．５倍）。従業者数における都道府県間の差は事業所数よりも
大きい。

◯ 製造業の割合が低い沖縄県ではサービス業の割合が高い。また、東京都では、製造業のほか、小
売業、医療・福祉、建設業の割合が低い反面、情報通信業、卸売業、金融・保険業の割合が高い。

（出典）「平成24年経済センサス‐活動調査」（総務省・経済産業省）より作成
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役員数・従業員数でみる産業構造の変化（H17→21→25）

◯ 役員数・従業員数（合計）は、減少傾向にある。（H17→H21で2.1％減、H21→H25で2.8％減）

◯ 「製造業」、「鉱業／建設業」では、H21→H25に減少している。
◯ 「卸売業」の役員数・従業員数（実数）は、H17→H21では減少しているが、H21→H25ではほぼ減

少していない。
◯ 「情報通信等」で役員数・従業員数（実数）が増加。
◯ 「サービス業」の役員数・従業員数（実数）は、H17→21、H21→25ともに減少しているが、構成比で

は横ばいとなっている。

（資料）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）を基に作成。
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付加価値額でみる産業構造の変化（H17→21→25）

◯ 付加価値額は、H17→H21で6.4％減少し、H21→H25では4.9％増加している。
◯ 「製造業」の付加価値額はH17→H21で17.3％減少し、H21→H25には9.2％の増加に転じた。構

成比率は低下している。
◯ 「卸売業」及び「小売業」（合計）、「情報通信等」の構成比率は横ばい。
◯ 「サービス業」、「不動産業等」の付加価値額はH18→H21、H21→H25ともに増加している。構成

比率では、 H18→H21は増加したが、H21→H25は横ばい。

（資料）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）を基に作成。
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売上高でみる産業構造の変化（H17→21→25）

◯ 売上高は、H17→H21で9.3％減少し、H21→H25では3.0％増加している。
◯ 「製造業」は、H17→H21で12.4％減少し、H21→25では3.4％増加している。構成比では、

H17→H21には低下したが、H21→25では横ばい。
◯ 「情報通信業等」は、H21→25で売上高（実額）・構成比がともに増加している。
◯ 「小売業」は、H17→21で増加し、H21→25では横ばい。「卸売業」は、H17→21で12.3％減少し、

H21→25で6.4％増加している。
◯ 「サービス業」では、売上高（実額）・構成比がともに減少している。

（資料）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）を基に作成。
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税引前当期純利益でみる産業構造の変化（H17→21→25）

◯ 税引前当期純利益は、H20年度を底として大きく減少した後、平成17年度の水準以上にまで増加
している。

◯ 「製造業」の税引前当期純利益は、H25年度にはH17年度を上回る額を計上している。ただし、構
成比率ではH17年度から8.1ポイント低下している。

◯ 税引前当期純利益の業種別の構成比率では、「サービス業」の割合が高まっている。

（資料）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）を基に作成。
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減価償却費でみる産業構造の変化（H17→21→25）

◯ 減価償却費（全体）は、減少傾向にある。（H17→H21で5.2％減、H21→H25では12.9％減）

◯ 「製造業」の減価償却費は、H17→H21で23.7％増加し、H21→H25で26.8％減少している。

◯ 減価償却費の業種別の構成比率では、「製造業」のほか、「情報通信等」、「小売業」、「サービス
業」、「建設業等」の割合が高まっている。

（資料）「法人企業統計」（財務総合政策研究所）を基に作成。
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４．産業分野ごとの動向
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製造業の変化（就業者数に占める比率の低下）

製造基盤白書（ものづくり白書） 2013年版

第1章 我が国ものづくり産業が直面する課題と展望
第1節 我が国経済を支えてきたものづくり産業の揺らぎ

1.ものづくり産業は我が国経済の基幹産業

（1）雇用面での製造業の波及効果
直近2012年では我が国の就業者数総計6,270万人のうち、製造業は1,032万人を占めている（図111–3）。全体に

占める製造業の比率は年々低下基調であるが、製造業が我が国の雇用を支える中核的な産業であることには変
わりはない。また、製造業以外の産業に従事する雇用のうち、製造業に関連する雇用（間接雇用者数）を試算する
と、688万人に達しており、製造業の雇用面での裾野の広さがうかがえる。
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日本経済2012-2013（内閣府）（抜粋①）

第３章 生産の海外シフトと雇用

 先進国では、為替変動や人口構造の変化の違いに関係なく、国内経済に占める製造業のシェア
が低下傾向
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 産業・雇用構造は製造業から非製造業へシフト

 製造業では、相対的に労働生産性の低い産業、中小零細企業を中心に雇用が減少

日本経済2012-2013（内閣府）（抜粋②）
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製造業の海外展開と国内回帰

◯ 製造業の海外生産比率（売上高での比較）は、2008年度（平成20年度）から2013年度（平成25年度）ま
での間は上昇している。海外設備投資比率は、2009年度（平成21年度）から上昇している。

◯ ただし、2012年から2013年にかけて、実質実効為替レートは大幅に低下しており、製造拠点の国
内回帰の動きが強まっていく可能性がある（平成26年度経済財政白書）。

※ 海外生産比率（国内全法人ベース）＝現地法人売上高／（現地法人売上高＋国内法人売上高）×100
※ 海外設備投資比率＝現地法人設備投資額／（現地法人設備投資額＋国内法人設備投資額）×100

（資料）「第44回海外事業活動基本調査」（経済産業省）
※ 14年度の海外設備投資比率は、「設備投資計画調査」（株式会社日本政策投資銀行）及び「法人企業統計」

（財務総合政策研究所）より作成

（資料）「製造基盤白書（ものつづくり）」（経済産業省）
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ICT関連産業の動向

◯ 世界的に堅調な成長が続くICT市場において、ハード⇒ソフトへのシフトが進む。

◯ 2013年の国内データ流通量は8年前の約8.7倍となったほか、2012年には60.9兆円に及ぶ売上
向上効果に寄与するなどデータ活用は様々な価値を創出。

（資料）「情報通信白書」（総務省）
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電子商取引（BtoC-EC等）の進展

◯ 2013年の狭義BtoB-EC市場規模は、186兆3,040億円（H20→25：17.3％増）に。EC化率は
17.9%（ H20→25：4.2ポイント増）。 ※「ＢｔｏＢ」とは企業同士の商取引をいう。また、ECとは電子商取引をいう。

◯ 2013年のBtoC-EC市場規模は、11兆1,660億円（H20→25：83.4％増）に。EC化率は3.67%
（ H20→25：1.88ポイント増）。 ※「BtoC」とは、企業と消費者との商取引をいう。

※ 「衣料・アクセサリー小売業」が前年比125.8％、「宿泊旅行業・飲食業」が前年比122.1％、「医療化粧品小
売業」が前年比120.4％、などであり、BtoC-EC 市場は堅調に成長している。

（資料）「電子商取引に関する市場調査」（経済産業省）

※狭義のECとは、「 『インターネット技術を用いたコンピューターネットワークシステム』を介して商取引が行われ、かつ、その成約金額が捕捉されるもの」と
定義されている。
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小売業（コンビニエンスストア／スーパー／百貨店）の動向

◯ コンビニエンスストアの店舗数及び販売額は、増加傾向にある。また、販売額のうちサービスに係
る売上高も増加している。

◯ 大型店（百貨店・スーパー）の販売額では、スーパーが増加傾向であるのに対し、百貨店の販売額
には減少傾向が見られる。
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3,076 2,982 3,165 3,279 3,348 3,537 

3,975 4,400 
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商品販売額 サービス売上高 店舗数

87,587 86,108 84,287 78,442 70,544 67,267 67,231 66,493 68,930 67,019 

124,989 125,637 128,238 128,147 125,131 128,518 129,777 129,059 132,508 132,930 
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百貨店販売額 スーパー販売額

（資料）「商業動態統計」（経済産業省）より作成。
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サービス業の動向（付加価値額）

宿泊業、飲食サービ

ス業, 97,523
119,877 98,349 

生活関連サービス

業、娯楽業, 
99,978

100,808 
90,283 

広告・その他の事業

サービス業, 
149,405

学術研究、専門・技

術サービス業, 
122,562 

166,543 

医療、福祉業, 12,126 医療、福祉業, 21,995 28,126 

職業紹介・労働者派

遣業, 28,936 
48,925

その他のサービス

業, 157,217

その他のサービス

業, 160,546 156,875 

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

H18 H21 H24

付加価値額（サービス業）［億円］

宿泊業、飲食サービス業 生活関連サービス業、娯楽業

学術研究、専門・技術サービス業 医療、福祉業

教育、学習支援業 職業紹介・労働者派遣業

その他のサービス業

◯ サービス業の付加価値額は、平成21年度から平成24年度までに13.4％増加している。

◯ 「職業紹介・労働者派遣業」、「学術研究、専門・技術サービス業」、「医療、福祉業」による増加が
大きい。その一方で、「生活関連サービス業、娯楽業」は減少している。
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広告・その他の
事業サービス業

その他の
サービス業

学 術 研 究 、 専 門 ・ 技 術
サービス業（広告業等）

その他のサービス業
（その他の事業サービスを含む。）

Ｈ１８ Ｈ２１、２４
※ サービス業の細項

目間に入れ替えが
生じているため、分
析に当たっては留
意が必要。

※ Ｈ１８調査では、サービス業の分類が異なるため、Ｈ２１、２４調査との単純な比較
はできない。

※ Ｈ１８調査の数値は、「物品賃貸業」の数を除外し、「宿泊業・飲食店」を加えたもの。

（資料） 法人企業統計（財務総合政策研究所）
より作成
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サービス業の動向（役員数・従業員数）

（資料） 法人企業統計（財務総合政策研究所）より作成

◯ サービス業の役員・従業員数（合計）は、平成21年度から平成24年度までに1.9％増加している。

◯ 「職業紹介・労働者派遣業」、「医療、福祉業」、「学術研究、専門・技術サービス業」が増加している。
その一方で、「生活関連サービス業、娯楽業」、「宿泊業、飲食サービス業」が減少している。

※ Ｈ１８調査では、サービス業の分類が異なるため、Ｈ２１、２４調査との単純な比較はできない。
※ Ｈ１８調査の数値は、「物品賃貸業」の数を除外し、「宿泊業・飲食店」を加えたもの。
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 個人向けサービスはサービスの中でも「生産と消費の同時性」という特徴を強く持つことから、人口
減少による需要密度の低下が生産を下押しする可能性

 高齢化により医療・介護等への需要は増加。人口減少により小売、飲食への需要が下押しされる
一方、高齢化により旅行関連需要は増加。個人向けサービス産業は人口減少と高齢化による需
要の変動に対応していくことが重要

平成26年度 経済財政白書（年次経済財政報告）（抜粋①）

第３章 我が国経済の構造変化と産業の課題
第３節人口減少・高齢化と我が国産業の課題
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 高齢者の中でも特に単身者世帯が今後、大幅に増加

 単身高齢者世帯では、家の中の修理等、掃除、買い物等の生活支援サービスへのニーズが高い。
医療・介護周辺産業への多様な主体の参入を一層促進していくことが重要

平成26年度 経済財政白書（年次経済財政報告）（抜粋②）
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 高齢化に伴い、旅行支出に占める高齢者の割合は上昇傾向。高齢者は、医療・介護支出のほか、
旅行への支出を希望

 訪日外国人の訪問先は関東、近畿に偏っており、伝統文化、地域文化等を通じた日本ブランドの
確立等により、他の地域でも増加の余地

平成26年度 経済財政白書（年次経済財政報告）（抜粋③）
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組織形態（分社化・子会社）の状況

◯ 子会社・関連会社を保有する法人数は、増加傾向にある。

◯ 子会社・関連会社を減少した企業数が子会社・関連会社を増加した企業数を上回る時期もあった
が、平成23年度・平成24年度は増加した企業数が上回っている。
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子会社・関連会社を保有する法人数

H18
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（資料） 企業活動基本調査（経済産業省）より作成
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 我が国の生産性を向上するためには、有形資産投資以外に、ソフトウェア購入、研究開発、人的
資本形成、経営組織改革等の活動が蓄積された無形資産投資が重要

 無形資産投資は有形固定資産投資に比べて低水準にあるものの着実に増加

日本経済2014-2015（内閣府）（抜粋）

第３章 我が国産業の稼ぐ力と資本の役割
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連結納税制度と地方法人課税

資料２



（１）適用対象
○ 親会社と、それが直接又は間接に100％の株式を保有するすべての子会社（外国法人を除く。）
○ 選択制（国税庁長官の承認。一旦選択した場合は、原則として継続して適用。）

（２）申告・納付
○ 親会社が法人税の申告・納付（子会社は連帯納付責任を負い、個別帰属額等を提出）

（３）所得、税額の計算
○ 連結グループ内の各法人の所得金額に所要の調整を行った連結所得金額に税率を乗じ、さらに必要な
調整を行い連結税額を算出

親会社

子会社 子会社 子会社 子会社 子会社

孫会社孫会社孫会社孫会社

関連会社

＜国内＞ ＜国外＞

20% 75%

51% 30% 70% 100%

100% 100% 100% 51%

100%

連結納税制度の概要

※財務省ＨＰを基に作成

連結グループ

1



連結申告の状況

年度
項目

H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25

連

結

申

告

の

状

況

申告件数 703件 774件 841件 904件 1,109件 1,275件 1,425件

黒字申告割合 44.1％ 34.1％ 32.1％ 32.7％ 35.2％ 50.0％ 57.5％

申告所得金額 70,727 21,883 22,669 23,986 30,375 52,101 85,731

黒字申告１件当たり
所得金額

228 83 84 81 79 82 105

申告欠損金額 5,108 41,368 24,133 23,696 22,388 17,964 11,613

赤字申告１件当たり
欠損金額

13 81 42 39 31 28 19

内

添
付
さ
れ
た
個
別
帰
属
額
届
出
書

の
状
況

連結親法人・連結子
法人の届出件数

7,038件 7,111件 7,330件 7,423件 9,305件 10,711件 11,633件

黒字分
4,708件 4,163件 4,293件 4,635件 5,793件 6,695件 7,606件

66.9% 58.5% 58.6% 62.4% 62.3% 62.5% 65.4%

赤字分
2,330件 2,948件 3,037件 2,788件 3,512件 4,016件 4,027件

33.1% 41.5% 41.4% 37.6% 37.7% 37.5% 34.6%

個別所得金額 82,992 38,475 43,680 41,864 49,973 68,237 106,408

単位 ：億円

出典 ：国税庁「法人税等の申告（課税）実績の概要」
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連結法人数の推移
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※国税庁「平成25年度会社標本調査結果」を基に作成
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資本金階級別連結法人数（平成25年度）

241
(17.3%) 

516
(37.1%)  145

(10.4%) 

490
(35.2%) 

3,133
(30.8%) 

4,764
(46.8%) 

1,728
(17.0%) 

546
(5.4%) 

0
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2,000

3,000
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5,000

6,000

1,000万円以下 10億円超

連結親法人 連結子法人

1,000万円超
1億円以下

1億円超
10億円以下

※国税庁「平成25年度会社標本調査結果」を基に作成
※（ ）は連結親法人、連結子法人ごとの資本金階級別構成割合
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連結所得に適用される法人税率（主なもの）

連結納税 （参考）単体納税

普通法人 大法人
（資本金又は出資金が1億円超）

23.9％ 23.9％

中小法人
（資本金又は出資金が1億円以下）

年800万円以下は
19％※
年800万円超は
23.9％

年800万円以下は
19％※
年800万円超は
23.9％

協同組合等 20％ 19％

○法人住民税法人税割の税率は、 法人の種別を問わず法人税額又は個別帰属法人税額の一定割合
（標準税率：道府県民税3.2％、市町村民税9.7％）

※ 平成24年4月1日から平成29年3月31日までの間に開始する事業年度又は連結事業年度において、
所得又は連結所得の金額のうち年800万円以下の金額について適用される税率は15％
（租税特別措置法第42条の３の２①、第68条の８①）
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連結納税制度導入検討時の地方税に係る主な論点

三 地方税

○ 地方税の取扱いについては、税の性格や仕組みを踏まえ、受益と負担の関係にも配慮し
て検討を行うことが必要ではないか。

○ また、納税者や課税庁である地方団体の事務負担についても十分考慮することが必要で
はないか。

○ 法人事業税は、各地方団体により提供される行政サービスの対価として課される税であ
り、法人税とは課税の根拠、課税客体などを異にするものであることから、現行どおり、
個々の法人を課税単位とすべきではないか。また、この場合において、連結グループ内の
各法人の所得をどのように捕捉すべきか。

○ 法人事業税に外形標準課税を導入する場合においても、所得基準の併用が見込まれるこ
とから、その取扱いを明確にする必要がある。

○ 法人住民税は、法人に対し、均等割額と法人税割額の合算額により課税するものであ
り、地域社会の構成員である「住民」の概念を踏まえれば、企業グループを単一の主体と
して捉えるのではなく、個々の法人を課税単位とする仕組みとすべきではないか。

○ この場合、法人税割の課税標準となる「法人税額」をどのようなものとすべきか。

※平成13年7月24日政府税制調査会法人課税小委員会 事務局提出資料から関係部分を抜粋
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「連結納税制度の基本的考え方」（抄）

平成 1 3年 1 0 月 ９日

政 府 税 制 調 査 会
法 人 課 税 小 委 員 会

七 地方税

法人事業税及び法人住民税については、地域における受益と負担との関係等に配慮し、単体

法人を納税単位とするとともに、納税者及び課税庁双方の事務負担も十分考慮に入れ、基本的

には、法人税の連結所得金額及び連結税額の計算過程において連結グループ内の各法人に配分

される所得金額又は税額を基にして課税標準を算定する仕組みとすることが適当である。

一 基本的な考え方

１．連結納税制度の意義

(1) 連結納税制度は、企業グループの一体性に着目し、企業グループ内の個々の法人の所得と
欠損を通算して所得を計算するなど、企業グループをあたかも一つの法人であるかのように
捉えて法人税を課税する仕組みである。

(2) このような連結納税制度の意義は、企業の事業部門が１００％子会社として分社化された
企業グループやいわゆる純粋持株会社に所有される企業グループのように、一体性をもって
経営され実質的に一つの法人とみることができる実態を持つ企業グループについては、個々
の法人を納税単位として課税するよりも、グループ全体を一つの納税単位として課税するほ
うが、その実態に即した適正な課税が実現されることにある。

また、近年、企業グループの一体的経営の急速な進展や企業組織の柔軟な再編成を可能と
するための独占禁止法や商法の改正が行われる中にあって、連結納税制度の創設は、結果と
して、企業の組織再編成を促進し、わが国企業の国際競争力の維持、強化と経済の構造改革
に資することになるものと考えられる。
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平成14年度税制改正大綱（抄）

平成1 3年 1 2月 1 4日

自 由 民 主 党

第二 平成14年度税制改正の具体的内容

一 連結納税制度

７ 地方税

法人事業税及び法人住民税については、地域における受益と負担との関係等に配慮し、単体
法人を納税単位とする。

各法人の課税標準については、基本的には、法人税の連結所得金額及び連結税額の計算過程
において連結グループ内の単体法人に配分される所得金額又は税額を基に算定する仕組みとす
る。

第一 基本的考え方

１ 連結納税制度

近年、わが国企業を取り巻く経営環境は大きく変化し、これに対応して独占禁止法、商法の
改正が行われ、法人税制においても累次にわたる税負担の軽減と企業組織再編税制の整備等を
積極的に行い、企業活力の向上と経営のしやすい組織の再編、統合を行うことができる環境作
りを進めてきた。こうした中、企業の国際競争力を維持、強化し、持株会社を中心とした企業
合併や分割による機動的な組織再編を促していくために不可欠な手段として、連結納税制度の
導入は積年の課題であった。さらに、連結納税制度の導入は、企業の一体的経営が進んでいる
経済実態に対応する税制を構築するものであり、一連の法人税改革の集大成でもある。
わが国財政は極めて厳しい状況に置かれているが、企業の円滑な再編を促し、国際的な競争

力の強化を図るため、租税回避の防止にも配慮しつつ、国際的に遜色のない本格的な連結納税
制度を平成14年度に創設する。
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地方税において単体法人を納税単位としている理由

① 地域外の法人の事業活動の成果が当該地方公共団体の税収に反映されてしまうこと

② 地方公共団体と当該地域で事業活動を行う法人との結びつきが希薄化し、地域における協調

関係を阻害しかねないこと

③ 連結納税制度は現行の地方税の仕組み（法人事業税は課税標準や分割基準が業種により異

なること、法人住民税は法人税割と均等割との合算額により課税するものであること等）とは本

来的に馴染まないものであること

（平成14年改正地方税制詳解）
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連結納税制度に関する国会答弁

ただいま御指摘がございましたように、地方税におきましては、地域におきます受益と負担の関係、これ

が非常に重要なポイントでございます。仮に地方税におきまして連結納税制度が導入されたといたしますと、

一つには、地域外の法人の事業活動の結果が税収に反映されまして、受益と負担の関係が損なわれることに

なってしまう。二つ目には、地方公共団体と当該地域で活動する法人との結び付きを希薄化いたしまして、

地域におきます協調関係を阻害しかねないという問題があるということでございます。

また、技術的に申し上げましても、現在、事業税、特に事業税におきましては、収入金課税と所得金課税

というものがございますので、これを連結いたしました場合にどういう形でお互いに損益通算をするのかと

いう問題もございますし、また、幾つかの都道府県に事務所を置いている法人につきましては、分割基準と

いうものを構えまして各府県にこれを帰属させるということにしておりますが、この分割基準が業種によっ

て異なっておるという状況にありますので、そういった面でも、異なった業態を一つのグループとした場合

にどういう形で各県に帰属させるかという面でも、技術的になかなか難しい問題があるわけでございます。

こういったことから、この地方税につきまして、政府税制調査会の答申におきましても、「地域における

受益と負担との関係等に配慮し、単体法人を納税単位とすることが適当である。」というふうにされたとこ

ろでございまして、今回の改正におきまして、こういったことも踏まえまして、従来どおり単体法人を納税

単位とするということにしているところでございます。

平成14年6月11日 参・総務委員会 高橋委員に対する瀧野政府参考人答弁
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連結納税制度と法人事業税

○ 収入割、資本割は連結納税制度の影響を受けない。

○ 付加価値割の単年度損益、所得割の課税標準の計算上、所得の計算の一部が法人税と異なる。

納税義務者 課税標準 計算方法の概要

所
得
割
の
課
税
標
準

連結申告法人
以外の法人

益金の額から損金の額を
控除した金額

法人税の課税標準である所得の計算の例による

連結申告法人

個別帰属益金額※１から

個別帰属損金額※２を控除
した金額

※１：当該連結事業年度の益金の額の
うち当該連結法人に帰せられるもの

※２：当該連結事業年度の損金の額の
うち当該連結法人に帰せられるもの

・ 法人税の課税標準である連結所得に係る個別所得金額の計算
の例による

・ 但し、欠損金の繰越控除については、法人事業税では他の連結
法人の所得金額との損益通算等を行わず、単体法人ごとに欠損
金や繰越控除の計算を行う

付
加
価
値
割
の
単
年
度
損
益

連結申告法人
以外の法人

益金の額から損金の額を
控除した金額
（繰越欠損金は算入しない）

法人税の課税標準である所得の計算の例による
（繰越欠損金控除前の額）

連結申告法人
個別帰属益金額から個別
帰属損金額を控除した金額
（繰越欠損金は算入しない）

法人税の課税標準である連結所得に係る個別所得金額の計算の
例による
（繰越欠損金控除前の額）
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連結納税制度と法人住民税

○ 法人住民税の法人税割は法人税額を課税標準とするため、連結納税の場合対応が必要となる。

個別帰属法人税額
控除対象個別
帰属調整額

控除対象個別
帰属税額

控除対象個別帰属
還付税額

控除対象還付法人
税額

税率

連結申告法人における法人税割額の計算

連結法人税の個別帰属額に
一部の租税特別措置に係る
税額控除額等を加算した額

法人税において連結納税
グループに持ち込まれな
かった欠損金に法人税率
を乗じて得た金額を繰越
控除

調整前個別帰属法人税額が
マイナスとなる場合（単体
ベースで計算して欠損金が
生じた場合）にその額を繰越
控除

連結納税グループが還付を
受けた法人税額のうちに
当該法人に配分される金額
がある場合に、その額を
繰越控除

連結納税に特有の計算
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